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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 電気 
計測 器 工業 会 (JEMIMA)Z 財団法人 日 本 規格 協会 (JSA) か ら ， 工業 標準 原案 を 具し て 日 本 工業規格 を 改正す 
べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 

これによ つて， JISZ 4334: 1992 は 改正され， この 規格に 置き換えられる。 

改正に 当たって は， 日本工業規格と 国際規格との 対比， 国際規格に 一致した 日本工業規格の 作成 及び 日 
本 工業規格 を 基礎に した 国際規格 原案の 提案 を 容易に する ために， ISO 8769:1988, Reference sources for the 
calibration of surface contamination monitors — Beta-emitters (maximum beta energy greater than 0.15 MeV) and 
alpha-emitters を 基礎 として 用いた。 

この 規格の 一部が， 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 
実用新案 権 登録 出願に 抵触す る 可能性が ある こ と に 注意 を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 
会 は， このような 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 実用 
新案 登録 出願 にか かわる 確認に ついて， 責任 はもたない。 

JIS Z 4334 に は， 次 に 示す 附属 書が あ る 。 

附属 書 （参考） JIS と 対応す る 国際規格との 対比 表 
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放射性 表面 汚染 モニ 夕 校正 用 線 源 一 

線 放出 核 種 （最大 エネルギー 0,15 MeV 以上） 

及び a 線 放出 核 種 

Reference sources for the calibration of surface contamination monitors— 
Beta-emitters (maximum beta energy greater than 0.15 MeV) and 

alpha-emitters 

序文 こ の 規格 は， 1 988 年に 第 1 版と して 発行 された ISO 8769, Reference sources for the calibration of surface 
contamination monitors ― Beta-emitters (maximum beta energy greater than 0.15 MeV) and alpha-emitters を 翻訳し， 
技術的 内容 を 変更 し て 作成 し た 日本工業規格 であ る 。 

なお， この 規格で 点線の 下線 を 施して ある 箇所 は， 原 国際規格 を 変更して いる 事項で ある。 変更の 一覧 
表 を その 説明 を 付けて， 附属 書 （参考） に 示す。 

1. 適用 範囲 こ の 規格 は， 放射性 表面 汚染 モ 二 タ を 校正す る た めの 大 面積の 標準 線 源に つ いて 規定す る 。 
この 規格 は， ； Q 線 放出 核 種 （最大 エネルギーが 0.15 MeV 以上） 及び (I 線 放出 核 種 を 適用 範囲と し， 《 線 
又は ； Q 線 表面 放出 率で 校正す る 標準 線 源の 特性 を 規定す る ものであって， これら の 線 源 を 使った 放射性 表 
面 汚染 モニ タ の 校正 方法 を 規定す る もので はない。 

備考 1. 標準 線 源 を 用いた 放射性 表面 汚染 モニタの 校正 方法に ついては， JISZ4504 による。 
2. この 規格の 対応 国際規格 を， 次に 示す。 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， IDT (—致して いる）， MOD 

(修正して いる）， NEQ (同等で ない） とする。 
loO 8769:1988 , Reference sources ror the calibration of surface contamination monitors ― 
Beta-emitters (maximum beta energy greater than 0.1：5 MeV) and alpha-emitters (MOD) 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 
る。 これらの 引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

JIS Z 4001 原子力 用語 

fe-^ ISO 921 Nuclear energy - Vocabulary, lEC 60050-393 International Electrotechnical Vocabulary 一 
Chapter 393 及び lEC 60050-394 International Electrotechnical Vocabulary - Chapter 394 力、 らの引 
用事 項 は， この 規格の 該当 事項と 同等で ある。 
JISZ4504 放射性 表面 汚染の 測定 方法 

ぜ ISO 7503-1:1988 Evaluation of surface contamination ― Part 1: Beta-emitters (maximum beta 



著作権法 によ り 無断での i»t «iW は 禁止され ており ます。 



2 

Z 4334 ： 2005 

energy greater than 0.15 MeV) and alpha-emitters か らの 引用 事項 は， こ の 規格の 該当 事項 と 同等 

である。 

よ! SZ. お Q え... 社 iijl 語 

3. 定義 この 規格で 用いる ま. な 用語の 定義 は， 《118 2 4001及び^?さんぉ()1にょるほカ\ 次に よる。 

a) W^.M'BMWR^. 无 タ . . (surface contaminatiqii _ monitors) … … き 射. 性. 素面 ^：! ま M. せ-二 ：：5. イノ. 二 タ- ，- . . つ- ヒ 

-ビヌ 上- 1& 三え 逸-び 译彦 -1- や 三え ，よ-う 丄 こ-し f^°P- ス ゆ- ん译- 素 鼠り- 1 對煙 

b) 表面 放出 率 （surface emission rate) 線 源の 表面 又は 線 源 窓 か ら 単位 時間に 放出 される ある エネ ルギ 

一 以上の 特定の 粒子の 数。 

C) 機器 効率 （instrument efficiency) 線 源に 対 して， 決めら れた 幾何学 的 条件で 測定 したと き の 測定器 

の 正味 計数 率と 線 源の 表面 放出 率との 比 (')。 

注 (1) 機器 効率 は， 放射線の エネルギーに 依存す る。 

d) 線 源 効率 （source efficiency) 表面 放出 率と 線 源 （飽和 層 厚さ 以上の 厚さの 線 源 は 飽和 層） の 中で 単 

位 時間 に 放出 される 同 じ 種類の 放射線 粒子 数の 比 ( 2 )。 

注 ( 2 ) 線 源 効率 は， この 定義に よれば 0.5 を 超えない ことと なる 力、 後方 散乱に よって， 0.5 より 高く 
なること も ある。 

e) 均一 性 （uniformity) 線 源の 全 表面に わたって 測定した 単位 面積 当た り の 表面 放出 率の ばらつき。 

線 源 表面 全体の 平均値に 対する 各部 分の 測定値の 標準偏差 を 平均値に 対する 百分率で 表し， 分割の 
面積 は， 10cm 2 又は それ 以下と する。 

備考 1. 均一 性の 評価 方法に は， 放出され る 最大 エネルギーの 粒子 を 吸収で きる 十分な 厚さ を もち， 
適切な 大き さ の 穴が あ いた マスキング プレート を 線 源 と 検出器 と の 間に 挿入 し て 測定す る 方 
法な どが ある。 

2. 線 源の 均一 性が 十分に 確認で きれば， 線 源の 一部分 を 利用して 測定器 を 校正しても よい。 

4. 参照 標準 線 源の トレー サビリ ティ 放射性 表面 汚染 モニタの 校正に 用いる 実用 標準 線 源 は， 参照 標準 

線 源 及び 仲介 測定器 を 介して 国家 標準に ト レー サビリ ティが ある もので なければ ならない。 この ト レーザ 
ピリ ティ を 明確に する ために 参照 標準 線 源 を， 次の 2 種類に 分類す る。 

a) クラス 1 参照 標準 線 源 ： 国家 標準 機関が， 表面 放出 率 を 校正 し た 参照 標準 線 源。 

参- 考 ―…, —力-握-，;^ M まき-お-こ 選-す-さ— 圏 塞 厘 準 M 隨 ま-， -j おさ &政洼 A 皇靈孩 ま'1 

b) クラス 2 参照 標準 線 源 ： 核 種 及び 一般 構造が 同一の ク ラ ス 1 参照 標準 線 源で 校正 し た 仲介 測定器 を 用 
いて， 表面 放出 率 を 校正 し た 参照 標準 線 源。 

^歷港 がえ え！； 1-# 照 靈準糗 M: ^あ-り _ ，-- ，薩 にお-は:^ MM 事 鐘が え Q 斑 直- til 聽;^ 
^靈雙 tl- き. 1](?：^_ 挖 E レ— な 握 里 H きせし ええん さ 参照 撥 里!！ き-に 逢た 
仲介 測定器で クラス 2 参照 標準 線 源 を 校正す ると きの ジ オメ ト リ は， クラス 1 参照 標準 線 源で 仲介 測定 

器 を 校正した ジ オメ ト リ と 同一で なければ ならない。 

クラス 1 参照 標準 線 源の 表面 放出 率 は， 窓な しガ スフ 口 一 比例 計数 装置な ど を 用いた 絶対 測定に よ る か， 
又は 絶対 測定で 値 付け し た 標準 線 源で 校正 し た 測定器 を 用いて 校正 し な ければ な ら ない。 ま た， 必要に 応 
じて， クラス 1 参照 標準 線 源の 校正 方法 を 明示 し な ければ な ら ない ( 3 )。 

放射性 表面 汚染 モニ タ の 形式 試験 を 行 う 場合 は， 適切な クラス 1 参照 標準 線 源 又は クラス 2 参照 標準 線 
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源 を 用いる。 放射性 表面 汚染 モニタ を 校正す る 場合 は， クラス 1 参照 標準 線 源， クラス 2 参照 標準 線 源 又 

は 実用 標準 線 源 を 用いる。 

注 ( 3 ) 他国の 国家 標準 機関が 校正 した クラス I 参照 標準 線 源 を 有効な ものと しても よい。 
備考 実用 標準 線 源 は， 放射性 表面 汚染 モニタ を 設置 場所で 校正す るた めの ものであって， 動作 確認 
用の 線 源と は 異なる。 

放射性 表面 汚染 モニタの 校正に 用いる 実用 標準 線 源の 表面 放出 率 は， 仲介 測定器 を 用いて クラス 1 参照 
標準 線 源 又は クラス 2 参照 標準 線 源 と 比較 測定す る ことによ つて 校正す る 。 

実用 標準 線 源で 放射性 表 萌 汚染 モニタ を 校正す る 場合に， 校正 用 ジグを 用いる か 又は 特定の ジ オメ ト リ 
で 校正す ると き は， 同じ ジ グ 又は 同じ ジ オメ ト リ で 実用 標準 線 源の 表面 放出 率 を 校正で きる ように， 仲介 
測定器の 校正 をし なければ ならない。 ただし， 実用 標準 線 源が ジグ から 脱 着で きれば， 一般的な 方法で 校 
正しても よい。 

高精度の 校正 を 必要 と する 場合な どに は， クラス 1 参照 標準 線 源 又は クラス 2 参照 標準 線 源 を 実用 標準 
線 源と して 用いても よい。 

5. 線 源の 特性， 性能 及び 構造 

5.1 一般 仕様 線 源 構造に は， 例えば 次の ような ものが ある。 

一 導電性の バ ッ キン グ材の 表面 又は 表面 層 に 放射性物質 を マ ゥント し た 線 源。 こ の 場合の バ ッ キン グ材 

は， 放射線 粒子が 線 源の 後方に 放出 し な い 十分な 厚さ でな ければ な ら ない。 
一 少な く と も 飽和 層 厚さ と 等しい 厚さの 材質に 放射性物質 力 《一様に 分布して いる 線 源。 
参照 標準 線 源の 放射性 核 種 純度 は， 他の 妨害 核 種の 影響が 無視で きる 純度で な ければ な ら ない。 
備考 線 放出 核 種の 不純物 を 定量す る こと は 難しい。 ]/ 線 を 同時に 放出す る 核 種の 場合に は， ゲル 
マニウ ム 半導体 検出器な どの 高 分解能 スぺク トロ メータ を 利用して 推測で きる。 不純物 核 種の 

線 最大 エネルギー が 主 核 種の ものよ り 高ければ， 残留 最大 エネルギー £res を 測定す る こ と 
によって 不純物 を 推定す る こ と も 可能で ある。 

線 最大 エネルギーが 0.4MeV 以上の 線 放出 核 種に 対する 線 源 効率 は， 0.25 よ り 高くなければ ならな 
い。 線 最大 エネルギーが 0.15 MeV 以上， 0.4 MeV 未満の 線 放出 核 種 及び a 線 放出 核 種に 対する 線 源 効 
率 は， 0.05 より 高くなければ ならない。 
5.2 クラス 1 参照 標準 線 源 

5.2.1 一般 要求 事項 クラス 1 参照 標準 線 源 は， 導電性の バッキング 材の 表面 又は 表面 層に 放射性物質 を 
マウントし， 自己 吸収 を 最小限に した 平面 状の 線 源で なければ ならない ( 4 )。 

注 ( 4 ) クラス 1 参照 標準 線 源 は， 可能な 限り 自己 吸収 を 少な く する ために 薄い 線 源で ある こ とが 望ま 
しい 力 \ (：^線源及び低ェネルギー/3線源にっぃては， 自己 吸収 を 無視す る こと はでき ない。 
放射能 面積 は， 100cm2 以上で なければ ならない。 推奨す る サイズ は， 10cmX15cm である。 
バッキング 材は， 後方 散乱に よる 粒子 放出 量が 飽和す るよ う に 十分 厚 く なければ ならない。 推奨す るバ 
ッ キング 材質 及び 必要な 最小の 厚さ を 表 1 に 示す。 
線 源に は， 次の 事項 を 記載 し た 校正 証明書 を 添付 し な ければ な ら ない。 

a) ^称 M 射塑 及び 基更 

b) 放射能 面積 

C) 表面 放出 率， 不確か さ 及び 基準 日 
d) 放射性 核 種 及び 半減期 



著作権法に よ り 無断での 複製， ite^ は 禁止され てお り ま す。 
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e) 線 源 番号 

i) 均一 性 

g) 線 源の クラス 

そ の 他 必要な 情報 を 校正 証明書に 記載 しても ょレ、 

線 源に は 核 種 及び 線 源 番号 を 表示 し な ければ な らな レ、。 



表 1 クラス 1 参照 標準 線 源に 推奨す る 核 種 及び バッキング 材 



核 種 


半減期 

年 


最大 エネ ルギ 
keV 


最小 ハ 


'ッ キング 材厚 




単位 面積 当たりの 質量 
mg/cm- 


アルミニウム 
mm 


ステンレス鋼 
mm 




5 730 


156 


22 


0.08 


0.03 


'47pm 


2.62 


225 


35 


0.13 


0.04 




3X10^ 


710 


170 


0.6 


0.20 


204>pi 


3.78 


763 


180 


0.7 


0.23 


90sr+90Y 


28.5 


2 274 


850 


3.1 


1.1 


'06Ru+'06Rh 


1.01 


3 540 


1 300 


4.8 


1.7 


24'Am 


432.6 


5 544 


6 


0.02 


0.01 



5.2.2 放射能 及び 表面 放出 率 クラス 1 参照 標準 線 源の 放射能 は， バッ ク グラウン ド， 計数 率 及び 不感時 
間に よ る 不確か さ を 考慮して， 表面 放出 率が 2 000〜10 000 となる ようにす る ことが 望まし レレ 
表面 放出 率 は， 国家 標準 機関が 校正し， 不確か さは， 3 % 以内と する ( 5 )。 
注 ( 5 ) この 規格に おける 不確か さは， 1 標準偏差 とする。 
5.2.3 均一 性 クラス 1 参照 標準 線 源に おける 表面 放出 率の 均一 性 は， ±100/。 とする。 
5.2.4 核 種 クラス 1 参照 標準 線 源の 核 種 は， 可能な 限り 次の 核 種から 選ぶ ことが 望ましい （これら 核 種 
の 特性 は， 表 1 を 参照。）。 

a) a 線 放出 核 種 ： 24 'Am 

b) /3 線 放出 核 種：' 4に '47pm， 36ci， 2。4ti， 9。Sr+9。Y(6) 

c) その他， 国家 標準 機関が 認める 核 種 (高 エネルギー /5 線 源と して は， 'G 6 Ru+'G 6 Rh を 推奨す る。）。 

注 ( 6 ) フィルタ 付きの 9 GSr+ 9 *V 線 源 を 含む。 からの 高 エネルギー /8 線 だけ を 利用 するとき は， 130 
mg/cm 2 の フィルタ が 必要で あ る 。 
5.3 クラス 2 参照 標準 線 源 

5.3.1 一般 要求 事項 クラス 2 参照 標準 線 源に 対する 一般 要求 事項 は， クラス 1 參照 標準 線 源 と 同一と す 

る。 

5.3.2 放射能 及び 表面 放出 率 クラス 2 参照 標準 線 源の 放射能 は， 使用者の 要望 を 満足す る こ とが 望ま し 

い。 表面 放出 率 は， 仲介 測定器 を 用いて 校正し， 不確か さ を 明示し なければ ならない。 クラス 2 参照 標準 
線 源の 表面 放出 率の 不確か さは， 6 % 以内と する。 

5.3.3 均一 性 クラス 2 參照 標準 線 源に おける 表面 放出 率の 均一 性 は， ±10 o/o である ことが 望ましい。 
5.3.4 核 種 クラス 2 参照 標準 線 源の 核 種 は， クラス 1 参照 標準 線 源と 同一と する。 
5.4 実用 標準 線 源 

5.4.1 —般 要求 事項 実用 標準 線 源に 対する 要求 事項 は， 次の 項目 を 考慮して 使用者が 決定す る。 
a) 放射性 表面 汚染 モ 二 タ の 校正 を 実施す る の に 必要な 数量 と 大きさ の 実用 標準 線 源 を 用意 し な ければ な 
ら ない。 



著作 機 法に より 無断での 複製， 転) (15? は 禁止され ております。 
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b) 実用 標準 線 源に は， 基準 日に おける 表面 放出 率， 核 種 及び 線 源 番号 を 表示し なければ ならない。 お 1 

—し— IMiU; おせ^: tli^lA 率き Hi^ (ら盡 ^で-き-な 星舍 にせ 匪 晝^ I き 塞す 粒 もよ- ヒ 9_- 
必要に応じて， 校正した ときの ジ オメ トリの 詳細， 又は 放射性 表面 汚染 モニタ を 校正 するとき の 当該 

実用 標準 線 源の 使用方法 を 記 し た 説明書 を 添付す る 。 

C) 実用 標準 線 源 は， 日常の 取扱いに 耐える だけの 十分な 強度がなければ ならない。 

d) 実用 標準 線 源 は， 参照 標準 線 源の 要求 事項 を 可能な 限り 満足す る ものと する。 

5.4.2 表面 放出 率 実用 標準 線 源の 表面 放出 率 は， 使用者と 製造業 者との 間で 取り決める こ とが 望ましい。 
表面 放出 率の 校正 は， 同形 状の クラス 1 又は クラス 2 の參照 標準 線 源で 校正 し た 仲介 測定器 を 用いて 行 う 
5.4.3 均--性 実用 標準 線 源の 均一 性 は， クラス 2 参照 標準 線 源 と 同等で ある ことが 望ましい。 
5.4.4 核 種 実用 標準 線 源の 核 種 は， 使用者の 要求す る CC 線 放出 核 種 又は /3 線 放出 核 種から 選択す る もの 
とする。 通え- ば-，-.— さ, 想定-す —る-核-種— < ^-- (お A ，—- --6°(：— 0，— 丄^^^ 

6. 仲介 測定器 

6.1 仲介 測定器 この 規格の エネルギー 範囲に おける 仲介 測定器の 機器 効率 は， 0.5 を 超えなければ なら 
ない。 

仲介 測定器 は， 10cmX15cm の 大きさの 線 源 を 測定す る 場合に， 線 源の 位置が 多少 ずれても， その 影響 
を 無視す る ことができる だけの 十分な 大きさで ある こ とが 望ましい。 

仲介 測定器 は， 不感 時間 及び パッ ク グラウン ド 計数 率 を 補正で き る もので なければ ならない。 

/3 線 計測の 場合の 下限 エネルギー レベル は， 590 eV( 55 Fe の 崩壊に 伴って 放出され る Mn の KX 線ェ ネル 
ギ 一の 1/10) の 光子 エネルギー 相当に 設定す る。 （X 線 計測の 場合の 下限 エネルギー レベル は， 計測 システム 
の 雑音 を 力 ット すると ころ に 設定す る ことが 望まし レ乙 

仲介 測定器と して は， 保護 格子がない 大 面積 タイプの ガス フロー 形 比例 計数管で， 有効 面積の 部分に 最 
大 Img/cnr 2 の 導電性の 窓 を もち， ガス 供給 レギ ユレ ータ， 高圧 電源， 前置 増幅器， 主 増幅器， 波高 弁別 器， 
表示 部 な ど を 装備した もの を 推奨す る。 

6.2 校正 仲介 測定器の 校正 は， 使用 開始 前 及び 使用 期間 中 は 定期的に 使用者の 責任で 行わなければ な 
ら ない。 

5.2.4 の 又は C) に 規定す る 核 種 以外の /3 線 放出 核 種 を 実用 標準 線 源と して 校正す る 場合 は， 仲介 測定器 
の 機器 効率 を 補間 法に よって 求めても よい。 ただし， エネルギー 特性が 良好で ない ガス フ 口 一 比例 計数管 
で， /5 線 最大 エネルギーが 0.5 MeV 未満の /3 線 放出 核 種 を 校正す る 場合に は， 補間 法 は 大きな 誤差の 要因 
に な る ので 十分な 注意が 必要で ある。 



著作 HSl により IWi でめ ««, 転載 等 は 禁止され ております。 



附属 書 （参考） JIS と 対応す る 国際規格との 対比 表 



J1S Z 4334:2005 ： 放射性 表面 汚染 モニ タ 校正 用 線 源 一 (3 線 放出 核 種 （最 大工 ネ ル ギ 
一 0.1 5 MeV 以上） 及び a 線 放出 核 種 


ISO 8769:1988, 放射性 表面 汚染 モニタ 校正 用 線 源 一 /3 線 放出 核 種 （最大 エネルギー 0.15 
MeV 以上） 及び a 線 放出 核 種 


( I ) J1S の 規定 


(11) 

国際 
規格 
番号 


(HI) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格 と の 技術的 差異の 項目 ご 

との 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体. 
表示 方法 ： 点線の 下線 


(V) JIS と 国 鹏 との 技術的 差異の 理由 

及び 今後の 文 棟 


項目 
番号 


内容 


項目 
番号 


内容 


項目 ご 
と の 評 
価 


技術的 差異の 内容 


1. 適用 範囲 


放射性 表面 汚染 モニタ 
を 校正す るた めの 大面 
積の 標準 線 源ー最 大工 

ネル ギー 0.15 MeV 以上 

のタ線 放出 核 種 及び a 線 
放出 核 種 


ISO 
8769 


1 


J1S と 同じ 


IDT 






2. 引用 規格 


JIS Z 4001 
JIS Z 4504 
J1S Z 8103 




2 


ISO 921, ISO 6980, ISO 
7503-1, lEC 60050(391), 
lEC 60050(392) , lEC 
60325 


MOD 

/削除 

/ n J 1ン」 ヌ 

/追加 


ISO 6980 及び IEC 60325 を 削除 
ISO 921 ， ISO 7503-1 , 1EC 
60050(391) 及び 1EC 60050(392) 

は， 対応す る J1S を 引用。 


特に 引用す る 必要が ないた め 削除 し 

た。 


3. 定義 


放射性 表面 汚染 モニタ， 
表面 放出 率， 機器 効率， 
線 源 効率 及び 均一 性 




3 


放射能， 表面 放出 率， 飽 
和 層 厚さ， お 器 効率， 線 

源 効率， 自己 吸収， トレ 
一 サビリ ティ， 不確か さ 
及び 均一 性 


MOD 

/削除 
/追加 


• ISO 規格の 用語から 放射能， 

飽和 層 厚さ， 自己 吸収， トレー 
サビリ ティ 及び 不確か さ を 削除 

•J1S に 放射性 表面 汚染 モニタの 

用語 を 追加 


削除した 用語 は， 引用 規格の J1S Z 
4001 及び JIS Z 8103 に 定義され てお 
り， 内容 も ほぼ 一致して いるた め 削 除。 
追加 し た 用語 は， JIS Z 4001 力 規定 し 

ている 用語の 内容と 少し 異なって お 
り， 混乱 を 避ける ため 追加。 


4. 参照 標準 線 源の 
ト レー サビ リ ティ 


クラス 1 参照 標準 線 源 
クラス 2 参照 標準 線 源 




4 


J1S と 同じ 


IDT 






5. 線 源の 特性， 性 
能 及び 構造 
5.1 —般 仕様 


線 源 構造 
線 源 効率 




5.1 


JIS と 同じ 
JIS と 同じ 


IDT 
IDT 
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( I ) JIS の 規定 


(11) 

国際 
規格 
番号 


(III) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格 と の 技術的 差異の 項目 ご 

との 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 
表示 方法 ： 点線の 下線 


(V) J1S と 国»^各 と の 技術的 差異の 理由 

及び 今後の ー^ 


項目 
番号 


内容 




項目 
番号 


内容 


項目 ご 
との 評 
価 


技術的 差異の 内容 




5.2 クラス 1 参照 

標準 線 源 

5.2.1 一般 要求 事 

項 


線 源 構造 及び サイ ズ 
校正 証明書 
線 源の 表示 




5.2 
5.2.1 


JIS と 同じ 
JIS とほ ぼ 同じ 

ただし， 校正 証明書に 記 
載す る 公称 放射能 を 放 
射 能と している。 


IDT 

MOD 

/削除 
/追加 


ISO 規格が 規定して いる 校正 証 
明 書の 記載事項から 放射能 を 削 
除し， 公称 放射能 を JIS に 追加。 


JIS では 放射能 校正 を 規定し ないた め 

記載事項から 放射能 を 削除し， 実際の 
放射線 管理に 必要な 公称 放射能の 記載 

を 追加 規定 し た。 次回 ISO 規格 改正 時 

に 追加 を 提案す る。 


5.2.2 放射能 及び 

表面 放出 率 


放射能 
表面 放出 率 




5.2.2 


JIS とほ ぼ 同じ 


MOD 

/削除 


JIS は， ISO 規格が 規定して いる 

放射能 校正 を 削除。 


ISO 規格が 規定 している 放射能 校正の 

実施 は 困難で あり， モニタ を 校正す る 
場合の 必要性 も 低い こ とから 削除し 

た。 次回 ISO 規格 改正 時に 削除 を 提案 

する。 


5.2.3 均一 性 


表面 放出 率の 均一 性 






JIS と 同じ 


IDT 


- 




5.2.4 核 種 


クラス 1 参照 標準 線 源に 
用いる 核 種 




5.2.4 


JIS と 同じ 


IDT 






5.3 クラス 2 参照 

標準 線 源 

5.3.1 一般 要求 事 

T@ 


クラス 1 参照 標準 線 源と 

s 一 
M 一 




5.3 
5.3.1 


JIS と 同じ 
JIS と 同じ 


IDT 
IDT 


- 
- 




5.3.2 放射能 及び 

表面 放出 率 


放射能 
表面 放出 率 




5.3.2 


JIS とほ ぼ 同じ 


MOD 

/削除 


JIS は， ISO 規格が 規定 している 

放射能 校正 を 削除。 


ISO 規格が 規定 している 放射能 校正の 

実 5 也 は 困 Hi であり， 七一 タを仪 止す る 

場合の 必要性 も 低い ことから 削除 し 

+， 、や FFl i^r% Jfii 父 口な TPIrt に お [fK:^;^ 但安 

する。 


5.3.3 均一 性 


表面 放出 率の 均一 性 






JIS と 同じ 


IDT 






5.3.4 核 種 


クラス 2 参照 標準 線 源に 
用いる 核 種 




5.3.4 


JIS と 同じ 


IDT 
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$0^^n J; KA^SS. ！ 一 i ひ. Ih は tlT お » 1-。 



( I ) JIS の 規定 


(II) 

国 際 
規 格 


(III) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格 と の 技術的 差異の 項目 ご 

との 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 
表示 方法 ： 点線の 下線 


(V) JIS と 国 ほ 各との 技術的 差異の 理由 

及び 今後の 赚 


項目 

番号 


内容 




項目 
番号 


内容 


項目 ご 
との 評 
価 


技術的 差異の 内容 




5.4 実用 標準 線 

源 

5.4.1 一般 要求 

事項 






5.4 


JIS と 同じ 


IDT 






実用 線 源に 対する 一般 要 
求 事項 




5.4.1 


JIS とほ ぼ 同じ 


MOD 

/追加 


JIS では， 線 源 表示 事項のう ち， 基 
準 日 における 表面 放出 率 を 表示で 
きな レ 、場合の 救済 規定 を 削除。 


線 源に 表面 放出 率 を 表示す る ことが 困 

難な 場合が あり， JIS に 救済 規定 を 追 
加した。 次回 ISO 規格 改正 時に 追加 を 

提案す る。 


5.4.2 表面 放出 

率 


表面 放出 率 




5.4.2 


放射能 及び 表面 放出 率 


MOD 

/削除 


ISO 規格で は， 放射能 校正 を規 
定 している。 JIS では， 放射能 校 

正の 規定 はない。 


ISO 規格が 規定 している 放射能 校正の 

実施 は 困難で あり， モニタ を 校正す る 
場合の 必要性 も 低い ことから 削除 し 

た。 次回 ISO 規格 改正 時に 削除 を 提案 

する。 


5.4.3 均一 性 


表面 放出 率の 均一 性 




5.4.3 


JIS と 同じ 


IDT 






5.4.4 核 種 


実用 標準 線 源に 用いる 核 
種 




5.4.4 


JIS とほ ぼ 同じ 


MOD 

/追加 


60CO， '37CS など 


JIS を 理解し やすくす るた め 核 種 を 追 

カロ。 


6. 仲介 測定器 
6.1 仲介 測定器 


仲介 測定器の 仕様 




6 

6.1 


JIS と 同じ 
JIS と 同じ 


IDT 
IDT 






6.2 校正 


仲介 測定器の 校正 




6.2 


J1S と 同じ 


IDT 







J IS と 国際規格 と の 対応の 程度の 全体 評価 ： MOD 
備考 1. 項目 ごとの 評価 欄の 記号の 意味 は， 次のと おりで ある。 
一 IDT … 技術的 差異がない。 

一 MOD/ 削除 国際規格の 規定 項目 又は 規定 内容 を 削除して いる。 

一 MOD/ 追加 国際規格 にない 規定 項目 又は 規定 内容 を 追加して いる。 

2. JIS と 国際規格 と の 対応の 程度の 全体 評価 欄の 記号の 意味 は， 次の と お り であ る。 
一 MOD 国際規格 を 修正して いる。 



8 

Z 4334 ： 2005 



9 



JISZ 4334： 2005 

放射性 表面 汚染 モニ タ 校正 用 線 源 一 
)8 線 放出 核 種 （最大 エネルギー 0.15 MeV 以上） 及び 

a 線 放出 核 種 
解 説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定' 記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規 
格の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団法人 
日本規格協会へ お願い します。 

1. 改正の 趣旨 及び 経緯' 今回の 改正の 趣旨 及び 経緯 は， 次のと おりで ある。 

国際 標準化 機構 （ISO) は， 放射性 表面 汚染 用 サーベイ メータ， ハンド フット モニタ， 体 表面 モニタな 

どの 放射性 表面 汚染 モニタに よる 放射性 表面 汚染の 統一的な 評価の ため， 面 線 源の 表面 放出 率， 均一 性な 
どの 性能 及び 構造 並びに 国家 標準 機関 との トレー サビリ ティ の 関係が 明確な 校正 用 面 線 源の 供給 と 規格化 

を 目的と して， 1988 - 年に ISO 8769, Reference sources for the calibration oi surface contamination monitors 一 
Beta-emitters (maximum beta energy greater than 0.15 MeV) and alpha-emitters 及び ISO 7503-1, Evaluation of 
surface contamination ― Part 1 : Beta-emitters (maximum beta energy greater than 0.15 MeV) and alpha-emitters を 

同時に 定めた。 我が国に おいても， 表面 汚染 評価 手法の 国際的 整合性 を 図る ため， これら 二つの 国際規格 
に 対応 し た 日本工業規格 を 制定す る ことと し， ISO 8769 に 対応す る ものと して こ の 規格 を， ISO 7503-1 に 
対応す る ものと して JISZ 4504 を， それぞれ 1992 年に 制定した。 その後， この 規格 は， 1997 年の 確認 を 

経て， 今回が 最初の 改正と なった。 

改正の 趣旨と して は， 対応 国際規格との 整合性が 第一に 挙げられる。 1992 年の 制定 時に も 十分に 整合性 
を 図った つもりで は ある 力 《， その後， 約 10 年が 経過して みる と 十分と はいいが たい 内容の 部分 もあった。 
今回の 改正で も 完全な 一致 （IDT) とまで はなら なく， 内容の 一部 を 修正した もの （MOD) となった 力、 
最大限の 整合性 を 図った。 

1992 年に 発足した 計量法に 基づく 我が国の トレー サ ピリ ティ 制度 （JCSS) は， 1998 年に は 放射能に 関 
する 標準 供給の 基盤 も 整い， 2002 年に は 放射能 標準 を 供給す る 認定 事業者 （社団法人 日本 アイ ソ トー プ協 
会） が 認定され， 標準の 供給 を 開始して いる。 計量法 トレー サビリ ティ 制度に おける システムとの 関連性 
や 計量 分野で 用いられる 用語の 統一 性な ども 今回の 改正の 趣旨の 一つと なって いる。 この 規格に おける 規 
定は， 直接， 計量法 トレー サビリ ティ 制度と 関連 付けられる もので はない 力 3 '， 両者の 整合性に 特に 問題と 
なる ような こと はない。 

2. 主な 改正 点 今回の 改正に 当たって は， 対応 国際規格との 整合性 を 最大の 主眼と した。 項目 ごとの 整 
合性 を 明確に する 目的で， 条項 を 対応 国際規格に 合わせた ため， JISZ4334:1992 と は 大幅な 文章 構成の 変 

更 となった。 

解 1 

著作権法に よ り 無断での 複靄， 転載 等 は 禁止され てお り ま す。 



10 

Z 4334 ： 2005 解説 



その他の 主な 改正 点 を， 次に 示す。 

a) 規格の 名称 1992 年の 制定 以来， この 規格の 名称 は， "放射性 表面 汚染 計 校正 用 線 源" であった。 こ 
れに 文才して， 対 J 心 I 顏際 fei 格の 名称 は， Reference sources for the calibration oi suriace contamination monitors 
― Beta-emitters (maximum beta energy greater than 0.15 MeV) and alpha-emitters となって おり， 適用 さ れ 
る 放射線の 種類 及び エネルギー 範囲 を 明確に している。 今回の 改正で は， 対応 国際規格の 名称 を その 
ま ま 訳し， また 適用 範囲 を 明示す る 副題 を 付けて， "放射性 表面 汚染 モニタ 校正 用 線 源 一 /3 線 放出 核 種 

(最大 エネルギー 0.15 MeV 以上） 及び a 線 放出 核 種" とした。 

b) 適用 範囲 （本体の 1.) JISZ4334:1992 における 適用 範囲に は， 線 源の 面積に 関する 規定 はなく， 二 
次 基準 線 源 （今回の 改正で， クラス 2 参照 標準 線 源と した。） の 放射能 面積に 関する 規定の 部分で 対応 
国際規格との 間に 差異が あった。 今回の 改正で は， 対応 国際規格の 適用 範囲に 合わせて， 大 面積の 標 
準 線 源に 適用す る ものと した。 

C) 定義 （本体の 3.) 用語の 定義に ついて， 次の 改正 を 行った。 

規格 名称の 変更に 伴い， "放射性 表面 汚染 計" を "放射性 表面 汚染 モニタ" に 用語 を 変更した。 ただ 
し， 物品 又は 人体 表面の 放射性 汚染 密度 を 測定す る 機器の 総称 を 示す， という 内容に 変更 はない。 

飽和 層 厚さ は， JIS Z 4001 に 規定が あり， その 内容と この 規定での 用語に 差異がない ため 用語の 定 
義 から 削除した。 

バッキング 材 及び 妨害 核 種に ついては， 対応 国際規格 は 用語と して 定義して いなく， また， この 規 
格に おいても 特に 定義す る 必要性 もない と 判断し， 削 除した。 

線 源の ワーキング ライフ は， 線 源の 製造者が 線 源の 推奨 使用 期限 を 定める ものであって， この 規格 
で 規定す る 事項で ないた め 削 除 し た 。 

JISZ 4334:1992 では， 対応 国際規格 における "Transfer instruments" を "値 付け 測定器" と 訳して， 
用語の 定義と して 規定して いたが， 今回の 改正で は 用語の 定義から 削除し， 新たに 条項 （本体の 6.) 
を 設けて 詳しく 記述した。 用語 も "値 付け 測定器" から "仲介 測定器" に 変更した。 

d) 参照 標準 線 源の トレー サビリ ティ （本体の 4.) JISZ 4334:1992 に は， この 条項はなかった。 今回の 
改正で は， 新た に 条項 を 設け， 国家 標準 か ら クラス 1 参照 標準 線 源， クラス 2 参照 標準 線 源 及び 実用 
標準 線 源に 至る トレー サビリ ティ を 明記した。 

JIS Z 4334: 1 992 に お け る 一次 基準 線 源 は クラス 1 参照 標準 線 源 に ， 二次 基準 線 源 は クラス 2 参照 標 
準 線 源に， 実用 校正 用 線 源 は 実用 標準 線 源に そ れぞれ 用語 を 変更 し た。 

e) 放射能 （本体の 5.2.2， 5.3.2 及び 5.4.2) JIS Z 4334:1992 において は， この 規格で 規定す る 標準 線 源 
は ， 放射能 についても 国家 標準 機関 と トレー サビリ ティの ある 方法で 校正 する よう に 規定 していた 力;， 
今回の 改正で， クラス 1 参照 標準 線 源， クラス 2 参照 標準 線 源 及び 実用 標準 線 源の すべてに ついて 放 
射 能 校正 を 規定し ない こと と した。 

f) 核 種 （本体の 5.2. 4 ) JISZ4334:199 2 において は， 一次 基準 線 源 （クラス 1 参照 標準 線 源） に 用いる 
核 種と して 天然 ウラン を， 二次 基準 線 源 （クラス 2 参照 標準 線 源） に 用いる 核 種と して 6 GCo 及び' 37 Cs 
を 併せて 規定 していた が, 対応 囤際 規格 と の 整合性の 観点 及び 天然 ゥ ラ ン線 源が 製造 されて いないな 
どの 理由から これらの 核 種 を 削除した [解説 3.C) 参照]。 

3. 審議 中 に 特に 問題に な つ た 事項 

a) 適用 範囲 校正 用 線 源の 面積に 関する 適用 範囲に ついて， 対応 国際規格が 大 面積の 線 源 を 適用 範囲と 
している のに 対し， JISZ 4334:1992 において は， 面積に 係る 適用 範囲 を 規定せ ず， 放射性 表面 汚染 モ 

解 2 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転: 載 零 は 禁止され てお り ます。 
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ニタを 校正す るすべ ての 校正 用 線 源 を 対象と して 取り扱つ ていた。 これ は， ふきとり 用ろ 紙 （直径 25 
mm の ものが 一般的に 用いられ ている。） に対する 機器 効率の 決定に 用いる 校正 用 線 源 を 適用 範囲に 含 
める ことが 主たる 理由であった。 このため， 対応 国際規格 では， クラス 2 参照 標準 線 源の 放射能 面積 
を， クラス 1 参照 標準 線 源と 同様に， 100 cm 2 以上で なければ ならない と 規定して いるのに 対し， JISZ 
4334:1992 における クラス 2 参照 標準 線 源の 面積 は， "規定せ ず。" となって いて， 国際 整合性に 差異 
力 ゆった。 今回の 改正で はこの 点 を 問題と して 審議し， 対応 国際規格に 合わせて 規定す る こと と した。 
なお， 実用 標準 線 源で は， 線 源の 放射能 面積 を 規定して いないため， ふきとりろ 紙 用の 校正 用 線 源 
(面 線 源） もこの 規格の 規定に 準じる ものと して 扱う ことができる。 

b) 標準 線 源， 仲介 測定器な どの 用語 これまで は， 一次 標準と 二次 標準と を 区別す るた めに， 一次 標準 
(国家 標準） を 標準 線 源と 呼び， それに トレー サ ブルな 二次 標準 を 基準 線 源と 称して きた。 これらの 
用語 は， JISZ 4001 においても 同様に 定義され ている 力;， 一方， 計量法に おいて は， 校正に 係る もの 
を 標準と し， 検定に 係る もの を 基準と して 両者 を はっきり と 区別して いる。 今回の 改正に 当たって は， 
これら 用語の 統一的な 使い方 を 検討した 結果， 計量法 及び 国際的 用語との 整合性 を 重視し， 従来 用い 
てきた 用語 を 変更す る ことと した。 すなわち， 基準 線 源と いう 用語 は， 校正 を 対象と した ものに つい 
て は 用いない こと と した。 

また， クラス 1 参照 標準 線 源な どの 参照と いう 用語 は， 国際規格 における Reference の 邦訳で ある。 
これ ま で 国 内で は， Reference に 対す る 邦訳 用語に 定ま つた ものが なく， あいまいに 用いられて きたと 
ころが ある。 Reference source を 比較 線 源と 訳して， 測定器の 動作 確認に 用いる 確認 用 線 源 (チェック 
線 源） と 混同して 用いられ ていた こと もあった。 放射線 （能） 規格の 分野で は， この 参照と いう 用語 
に ま だな じ みが 薄 く ， 混乱が 生 じ る ので は と の 議論 も あ つ ナ 乙が, JIS Z 8103 ： 2000 が, Reference standard 
の 対訳 を 参照 標準 としてい る こと も あり， 参照と いう 用語 を 用い る ことと した。 JIS Z 8103 ： 2000 の 
解説 に お け る 参照 標準 及び 実用 標準 に関する 記述が， 参照 標準 線 源 と 実用 標準 線 源 と の 違い を 適格 に 
表現 してい るので 紹介す る 。 

"参照 標準 は， ある 組織 内での 最高の 標準で ある。 参照 標準 を 常時 使用す ると 破損 や 劣化の 可能性 
が ある。 また， 参照 標準 は 精度 は 高い が， 取扱いが 面倒な 場合が ある。 このような とき は， 参照 標準 
の 値 を 実用 標準に 移して， 日 常 の 校正 に は 実用 標準 を 使用す る。 " 

JISZ 4334:1992 において は， 一次 基準 線 源， 二次 基準 線 源 及び 実用 校正 用 線 源の 区別 を 線 源の 等級 
と して 規定して いた 力、 線 源の 等級 は， JIS Z 4821-1 に 規定す る 密封 線 源の 強度に 関する 性能 評価に 
用いられる 用語で あり， 混同のお それが ある。 今回の 改正で は， 対応 国際規格 カ佣 いている Class を 
そのまま クラスと 訳して 用いた。 

Transfer instruments について は， 1992 年 制定の ころ は， 邦訳の 用語が 定まって なく， 値 付け 測定器 
という 用語 を 用いた 力、 JIS Z 8103 ： 2000 では， Transfer standard の 邦訳と して 仲介 標準 という 用 語 を 
用いて いる。 放射線の 分野で は， この 仲介と いう 用語の なじみ は， まだ 薄い ものである 力 《， 他の 規格 
における 用語との 整合性 も 図り， 仲介 測定器と する ことと した。 

C) 放射能 校正 JISZ4334:1992 において は， 標準 線 源の 校正 項目と して 表面 放出 率の ほかに， 放射能 も 
規定して いた が， こ の 規格が 適用 範囲 としてい る 標準 線 源の (3 線 放出 核 種 又 は a 線 放出 核 種の 放射能 
を 校正す る こと は 容易で はない。 今回の 改正に 当たり， 放射能 校正の 必要性 を 検討した 結果， 実際に 
放射性 表面 汚染 モニタ を 校正す ると きに， 放射能に よ る 校正 は 必要で はない と の 結論に 至 り ， 放射能 
校正 を 規定し ない ことと した。 ただし， 校正 証明書に は， 放射線 管理 上 必要な 公称 放射能 を 記載す る 
よう 規定した。 

解 3 
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4. 規定 要素の 規定 項目の 内容 

a) 機器 効率 及び 線 源 効率 （本体の 3.) 物の 表面に 付着した 放射性 表面 汚染 物 を 直接 測定す る 場合， 物 

の 表面の 放射能に 対する レスポンス は， 次の 式で 定義され る。 

R =nlA = • ど S 



に， R ： 放射性 表面 汚染 物の 放射能 A に対する 放射線 測定器の レス 



放射線 測定器の 正味 計数 率 （S— 1) 
放射性 表面 汚染 物の 放射能 （Bq) 
放射線 測定器の 機器 効率 
放射性 表面 汚染 物の 線 源 効率 



一般に 放射線 測定器の 放射能に 対する レスポンス が 明らかで あれば， 正味 計数 率" を レスポンス 
ぶで 除す る ことによって， 物の 表面 放射能」 を 評価で きる。 従来は， 放射能で 校正され た 標準 線 源 を 
用いて， 放射線 測定器の 放射能に 対する レスポンス を 直接 求めて いた。 しかし， 実際の 放射性 表面 汚 
染 物の 線 源 効率 も は， 汚染 物の 状態が 多様の ため， 校正に 用いた 標準 線 源の 線 源 効率と 多く の 場合に 
一致し ない。 この こと は， 放射性 表面 汚染 物の 放射能 評価した ときの 大きな 誤差の 要因と なる。 そこ 
で， 放射線 測定器の レスポンス を 線 源の 状態 に 依存 し な い 機器 効率 <fi と 線 源の 状態 に 依存す る 線 源 効 
率 もに 分けて 別々 に 評価す る ことと した。 ここに， 放射線 測定器の 放射能に 対する レスポンス R は， 
機器 効率 ど i と 線 源 効率 もの 積と して 求める こ とがで きる。 機器 効率 を 求める ために は， 従来の 放射能 
を 校正した 標準 線 源で はな く ， 表面 放出 率 を 校正した 標準 線 源が 必要と なる。 
b) 標準 線 源の 種類 （本体の 4.) この 規格で 規定す る 標準 線 源 は， クラス 1 参照 標準 線 源， クラス 2 参 
照 標準 線 源 及び 実用 標準 線 源の 3 種類に 分類され， 国家 標準 機関 との トレー サビリ ティ はこ の 順で 保 
たれる。 すなわち， 国家 標準 機関が 表面 放出 率 を 校正した クラス 1 参照 標準 線 源 を 基に クラス 2 参照 
標準 線 源が， クラス 2 參照 標準 線 源 を 基に 実用 標準 線 源が， それぞれ 仲介 測定器と 呼ばれる 放射線 測 
定器を 介して 校正され る。 これら 3 種類の 標準 線 源のう ち， クラス] 参照 標準 線 源 及び クラス 2 参照 
標準 線 源 は， 一般的に その 組織力 浙 有する 最高の 標準で あ り， 参照 標準と 呼ばれる 標準 線 源で ある。 
これに 対して， 実用 標準 線 源 は， 現場で 実際に 放射性 表面 汚染 モ 二 タ を 校正す る ための 標準 線 源で あ 
り ， 参照 標準で はない が， 単に 放射性 表面 汚染 モニタの 動作 を 確認す るた めの 線 源と は 明確に 区別 し 
なければ ならない。 

クラス] 参照 標準 線 源 及び クラス 2 参照 標準 線 源 は ， 現場 における 日常の 校正 を 目的と する 標準 線 
源で は な く ， 仲介 測定器の 校正 を 目的と し た 標準 線 源で あ り ， 機械的 強度よ りも自 己 吸収 を 可能な 限 
り 小さく する ことな どの 性能 を 重視した 線 源で ある。 したがって， これらの もの を 実用 標準 線 源と し 
て 使用す る 場合 は， 取扱いに 十分 留意す る 必要が ある。 クラス 1 参照 標準 線 源 又は クラス 2 参照 標準 
線 源が 高性能の 標準 線 源で あるから といって， これらの 線 源 を 実用 標準 線 源と して 使用す る こと は， 
できるだけ 避けるべき である。 標準 線 源に は， それぞれ 本体に 示す ような 面積， 形状， 核 種 及び 構造 
な ど の 制約が あるので， 放射性 表面 汚染 モ ニタを 校正す るに 当たって は， 適切 な 標準 線 源 を 選択す る 
べきで ある。 

C) 核 種 （本体の 5.2.4) 本体の 表 1 に クラス 1 参照 標準 線 源に 推奨す る 核 種 を 示 し た。 我が国で は， 放 
射 性 表面 汚染 モニタの 校正 用 標準 線 源 と して 歴史的に 天然 ゥ ラ ン線源 を 用いて きた 経緯 も あ り， JIS Z 
4334:1992 において は， 天然 ウラン 線 源 を クラス 1 参照 標準 線 源の 核 種に 含めて いた。 し 力、 し， 対応 

解 4 
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国際規格に 記載され ていない こ と に加え， 天然 ゥ ラ ン線 源が 供給され な く なった ことな ど をかん がみ， 
今回の 改正で は， 天然 ウラン 線 源 を 含めない ことと した。 ただし， 現在， 使用 中の ものに ついては， 
線 源の 性能に 劣化が な く て 再校 正が 可能な もの は， 実用 標準 線 源と して 今後 も 使用す る ことができ る。 
天然 ゥ ラ ン線源 と 同様に， 我が国で は 6 GCo 及び i 37 Cs を 重要な P 線 放出 核 種の 標準 線 源 として 用い 
てきた。 今回の 改正で， クラス 2 參照 標準 線 源の 核 種から は 削除した 力 N 実用 標準 線 源と して 利用す 
る ことができる。 ただし， これらの 核 種 は， 本体の 表 1 に 記載す る P 線 放出 核 種と 異なり， 高工 ネル 
ギ 一の y 線 を 同 時 に 放出す るた め， 校正す る 放射性 表面 汚染 モニ 夕の；/ 線に 対する レスポンス を 補正 
する 必要が ある。 

d) 仲介 測定器 （本体の 6.) 仲介 測定器 を 用いて パ 線の 表面 放出 率 を 測定 するとき は， /3 線 エネルギー 
スぺク トル 中の 低 エネルギー 成分に ついても 可能な 限り 計数す る ことが 望ましい。 測定器の 下限 エネ 
ルギー レベル を 十分に 低く 設定す ると 力、， デスク リ ミネ ーシ ヨン • レベル を 変動させる 積分 バイアス 
曲線 補 外法な ど を 用いれば， 実際に 放出され る 全 P 線 を 評価す る ことができる。 しかし， 標準 線 源の 
表面から 放出され る 低 エネルギー /3 線の すべて 力、 放射性 表面 汚染 モニタに 計数され ると は 限らない。 
このため， 標準 線 源の 表面から 放出され るすべ ての /3 線 を 校正の 範囲と する より は， むしろ， 統一 さ 
れた 下限の エネルギー レベル を 規定した ほう 力、 混乱 も 小さ く， より 現実に 即した 校正 方法と なる。 
具体的な 下限 エネ ルギー レベルの 値 として は， 55 Fe 線 源 か ら の MnKX 線 (5.9 keV) を 測定 して 決まる 波 
高値の 1/10 の 値， すなわち 590 eV に 相当す る レベル を 採用した。 

a 線に ついては， 線と 異なり 連続 スペクトル ではない が， 実際に は， 吸収 層に よって エネルギー 
を 失うた め， エネルギーの 低い 成分 も 存在す る。 このため， /3 線と 同様に 下限 エネルギー レベル を 十 
分に 低く 設定す る 必要が あり， 計測 システムの 電気 的 雑音の 影響 を 受けない， 最も 低い レベルに 設定 
する ことと した。 

仲介 測定器の 校正の 時期に ついては， 使用 開始の 前に 行う こと は 当然と して， 使用 期間 中 も， 校正 
の 信頼性 を 保った めに， 参照 標準 線 源 を 用いて 定期的な 校正 を 行う ことが 必要で ある。 仲介 測定器の 
性能， 安定性， 日常の 管理 状況な ど を 考慮して， 十分な 再現 性が 保証で きる 期間 内に 再校 正しな けれ 
ばなら ない。 計量法に 基づく トレー サビリ ティ 制度 （JCSS) における 校正の 周期 を 参考までに 挙げる 
と ， 特定 二次 標準 器が ク ラ ス 1 参照 標準 線 源 と クラス 2 参照 標準 線 源の トレー サビリ ティ をつ なげる 
仲介 測定器に 該当する 力、 その 校正の 周期 は 2 年と している。 ただし， 日常の 管理が 十分に 行われて 
いる ことが 前提と なって おり， 実際に は， 認定 事業者 は， 標準 線 源の 校正 を 行う 都度， 適切な 線 源 を 
用いて 特定 二次 標準 器の 動作 や 校正 定数の 確認 を 行って いる。 また， こうした 定期的な 校正の ほか， 
参照 標準 線 源 を 交換した と き や 仲介 測定器 を 修繕した ときな ど， 必要に応じて 校正 を 実施し， 仲介 測 
定 器の 性能 を 保証し， ト レー サビリ ティ を 保つ こと 力 《 大切で ある。 



解 5 
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5. 原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 
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